











































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































課法 2－ 1「二十六」により追加 )
三　その他事例
１　課税庁の誤指導との関係
　税理士である被告の誤った特定資産の買換
え特例の教示により損害を受けたとして，委
任契約の債務不履行に基づく損害賠償を求め
たところ、被告税理士は、課税庁の誤指導を
前提とした教示である旨主張した事案（神戸
地裁平成 5 年11月24日判決、判時1509号
114頁）。
判旨
・…被告の職歴および税理士としての資格・
経験等に鑑みると、被告には、…法人税法
及び租税特別措置法の各規定の注意を十分
理解しておくべき職務上の義務があったと
いうべきである。
・…しかし、…、被告供述中に神戸税務署の
担当官から旧措置法第六六条の一三の規定
の解釈として、そのようになる旨の教示を
受けたので、被告もそのように信じた旨の
部分がみられるけれども、同条文自体に照
らし、そのように解釈できず、他にそのよ
うに解釈しうる法的根拠も見当たらないこ
とに徴すると、右部分は採用することがで
きない。なお、仮にそのような事実があっ
たとしても、被告の税理士としての租税に
関する法令に精通すべき職務上の義務を何
ら軽減するものではなく、前記…の義務に
は何ら影響はないというべきである。
２　通達に反する処理との関係
・被告税理士が、貸金につき担保物がある場
合に、担保物の処分を待たないで回収不能
の見込額につき貸倒損失を計上して、法人
税基本通達９－６－２に反する処理等を指
導したことにより、更正処分等を受けたた
め、損害賠償を請求された事案（大阪高裁
平成10年３月13日判決、判時1654号54
頁）。
118
判旨
・…税理士は、法令の許容する範囲内で依頼
者の利益を図るべきところ、依頼者から基
本通達に反する税務処理を求められたり、
専門家としての立場からそれなりの合理的
理由があると判断して基本通達と異なる税
務処理を指導助言する場合には、形式上基
本通達に反する税務処理が直ちに許されな
いというものではないが、税務行政の現実
からすると、右税務処理による確定申告に
よって、結果的に更正処分や過少申告加算
税の賦課決定を招くことも予想されるか
ら、依頼者にその危険性を十分に理解させ
る義務があるというべきである。
四　おわりに
・税理士は、「税務に関する専門家として、
独立した公正な立場において、申告納税制
度の理念にそって、納税義務者の信頼にこ
たえ、租税に関する法令に規定された納税
義務の適正な実現を図ることを使命とす
る」（税理士法１条）。
